	２）災害廃棄物の運搬について
（１）被災地からの運搬
　　ア　被災地から府域への災害廃棄物の運搬は、災害廃棄物の飛散、流出及び悪臭の防止を徹底　するため、密閉式のコンテナを用いる。また、被災地は大阪から遠隔地にあることから、輸送の効率化を図るため原則として海上輸送することとする。
　　イ　コンテナにより災害廃棄物を運搬する者は、適宜、密閉式のコンテナの閉鎖状況及び内容物の漏洩がないことを目視で確認することとする。
　　ウ　府域で陸揚げする前に、輸送中の汚染がないことを確認するため輸送されたコンテナについて、船舶上でコンテナごとに空間線量率を測定する。測定対象等詳細については、図３及び表２の　とおりとする。
　　　　測定の結果、輸送されたコンテナの空間線量率が0.3μSv／h以上となった場合は、陸揚げせず、被災地に戻すこととする。
　　エ　陸揚げ後、港湾施設においてコンテナの保管を行う場合は、当該保管場所で空間線量率を　測定する。測定対象等詳細については、図３及び表２のとおりとする。
図３　府域の港湾施設における廃棄物の流れと測定箇所
[image: image8.emf]測定対象 測定内容 測定回数 測定方法

輸送されたコンテ

ナ

空間線量率 コンテナごと NaIシンチレーションサーベイメータ

測定可能な面（被災地ですべてのコンテナについて4面

で確認しているため）の中心で表面にできる限り近づ

けて測定、5回測定の平均値、時定数は20秒以上

敷地境界（港湾施

設保管場所）

空間線量率 受入前：日1回（5

　　　　日間）

受入中：週1回

NaIシンチレーションサーベイメータ

敷地境界4方向4地点、高さ1mで測定、5回測定の平均

値、時定数は20秒以上



注）空間線量率の測定値が一定期間、次の①、②に該当することがない場合は、測定回数を減じることがで

　きる。

　①輸送されたコンテナの空間線量率が0.3μSv／h以上となった場合　　

　②港湾施設保管場所の敷地境界の空間線量率が異常に高くなった場合（※６）


表２　府域の港湾施設での測定
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〔趣旨〕
被災地から府域港湾施設への運搬、府域港湾施設から選別施設への運搬、選別施設から焼却施設への運搬、並びに焼却施設から埋立処分場への運搬方法を定めることで、災害廃棄物を適正かつ効率的に運搬します。
また、府域に陸揚げする際、また、陸揚げ後、コンテナを保管する際の放射能に関する測定を定めることで、府民の健康に影響がないことを確認します。
〔解　説〕
１　府域の港湾施設における廃棄物の流れ
被災地から船舶で運搬されてきたコンテナを港湾施設で陸揚げします。陸揚げ後、選別施設に運搬することになりますが、運搬されるまでの間は、港湾施設内の一時保管ヤードで保管します。
２　被災地からの運搬により周辺住民や作業者の受ける線量の試算結果について
　被災地から府域への災害廃棄物の運搬に伴い、周辺住民や作業者の受ける線量の試算条件及び試算結果は表-3.6.2のとおりです。
表-3.6.2　被災地から府域への災害廃棄物（100Bq/kg）の運搬により受ける線量の試算結果
	
	作業者が受ける線量の試算結果
（mSv/年）
	周辺住民が受ける線量の試算結果（mSv/年）
	設定した条件
	設定した条件と実際の作業との違い（余裕度）

	災害廃棄物コンテナ運搬船乗組員
	0.048
	
	＜作業場所等＞
災害廃棄物が入ったコンテナ（6個×4列×3段）から1.3m離れた場所
＜作業時間＞
年間3,000時間

作業時間のうち、鉄板7mmによる遮蔽のある場所での作業が1,500時間、コンテナ付近の遮蔽のない場所での作業が1,500時間
	遮蔽は艦橋の鉄板7mmのみとしたが、実際には甲板や　　機械室の鉄板による遮蔽が ある

	災害廃棄物コンテナ積み下ろし作業者　（クレーン補助）
	0.011
	
	＜作業場所等＞
災害廃棄物が入ったコンテナの直近で、クレーン作業の補助を行う
＜作業時間＞
週12時間、年間39週
	常にコンテナ直近で作業すると仮定したが、実際にはコンテナの上に立ったりするため、コンテナ直近から離れることも多い

	災害廃棄物コンテナ積み下ろし作業者 （フォークリフト）
	0.011
	
	＜作業場所等＞
船から降ろされた災害廃棄物が入ったコンテナをトレーラーに積み替える作業を港湾埠頭で行う
＜作業時間＞
1日7時間、年間250日。

作業時間のうち半分は1個のコンテナから2mの場所での作業、　半分はコンテナが14個×3列×2段積み上げられたものから10mの場所での作業
	積みあがったコンテナは常に14個×3列×2段全てがあるのではなく、1回の搬入分は　2～3日で搬出される

	災害廃棄物コンテナ一時集積場所周辺事業所勤務者
	
	0.000043
	＜作業場所等＞
災害廃棄物が入ったコンテナが14個×3列×2段積み上げられた場所から120m離れた事業所に勤務する一般公衆
＜作業時間＞
1日8時間、年間250日

1日8時間のうち、事務所内で　　4時間、事務所外で4時間作業
	積みあがったコンテナは常に14個×3列×2段全てがあるのではなく、1回の搬入分は　2～3日で搬出される


３　「密閉式のコンテナ」とは
「密閉式コンテナ」とは、コンテナ（32ページ参照）のうち、日本工業規格Z1627その他関係規格等に定める構造・性能等に係る基準を満たしたものに、災害廃棄物が入った容器等を封入したまま、開封することなく輸送することができるものをいいます。
４　「空間線量率が異常に高くなった場合（※６）」とは
異常に高くなった場合とは、バックグラウンド空間線量率を除いた空間線量率の測定値が、0.19μSv／h以上となることをいいます。
その考え方は、災害廃棄物の処理にあたって、周辺住民や作業者の受ける線量限度を、1mSv／年を下回る　ことから1時間あたりに換算すると、0.19μSv／hとなります。

1日のうち屋外に8時間、屋内に（遮蔽効果（0.4倍）のある木造家屋）に16時間滞在するという生活パターンを仮定すると、0.19μSv／h　×（8時間＋0.4×16時間）×　365日　＝　1mSv／年　
〔運　用〕
１　コンテナについて
一般的なコンテナの仕様について、表-3.6.3に示します。輸送に用いられるコンテナは代表的なものとして「20フィートコンテナ」と「40フィートコンテナ」があります。
表-3.6.3　ISO規格の主なコンテナ
	コンテナの種類
	区分
	長さ[mm]
	幅[mm]
	高さ[mm]
	最大総重量[kg]

	40フィートコンテナ
	1AA
	12,192
	2,438
	2,591
	30,480

	
	1A
	12,192
	2,438
	2,438
	30,480

	20フィートコンテナ
	1CC
	6,058
	2,438
	2,591
	2,0320

	
	1C
	6,058
	2,438
	2,438
	2,0320


２　船舶を用いて災害廃棄物を輸送する際の廃棄物処理法の適用について
廃棄物処理法施行令第3条により、災害廃棄物を含む一般廃棄物の収集、運搬、処分等の基準が、また、　廃棄物処理法施行規則により船舶を用いて一般廃棄物の収集又は運搬を行う場合の詳細な基準が、それぞれ以下のとおり定められています。
災害廃棄物を船舶を用いて海上運搬する者は、この基準を遵守する必要があります。

（法施行令第3条（一般廃棄物の収集、運搬、処分等の基準）抜粋）
第3条 　法第6条の2第2項の規定による一般廃棄物（特別管理一般廃棄物を除く。以下この条及び次条において同じ。）の収集、運搬及び処分（再生を含む。）の基準は、次のとおりとする。 
1 　一般廃棄物の収集又は運搬に当たっては、次によること。
イ　収集又は運搬は、次のように行うこと。
　（１）　一般廃棄物が飛散し、及び流出しないようにすること。
　（２）　収集又は運搬に伴う悪臭、騒音又は振動によって生活環境の保全上支障が生じないように必要な措置を講ずること。
ロ　一般廃棄物の収集又は運搬のための施設を設置する場合には、生活環境の保全上支障を生ずるおそれのないように必要な措置を講ずること。
ハ　運搬車、運搬容器及び運搬用パイプラインは、一般廃棄物が飛散し、及び流出し、並びに悪臭が漏れるおそれのないものであること。
ニ　船舶を用いて一般廃棄物の収集又は運搬を行う場合には、環境省令で定めるところにより、一般廃棄物の収集　　又は運搬の用に供する船舶である旨その他の事項をその船体の外側に見やすいように表示し、かつ、当該船舶に　環境省令で定める書面を備え付けておくこと。
（法施行規則第1条の3の2（船舶を用いて行う一般廃棄物の収集又は運搬に係る基準）抜粋）
第1条の3の2 　令第3条第1号ニの規定による表示は、次の各号に掲げる区分に従い、それぞれ当該各号に定める事項を様式第一号により船橋の両側（船橋のない船舶にあつては、両げん）に鮮明に表示することにより行うものとする。 
一 　市町村　市町村の名称 
二 　市町村の委託を受けて一般廃棄物の収集又は運搬を業として行う者　市町村の名称 
三 　一般廃棄物収集運搬業者　法第七条第一項の許可を受けた市町村の名称及び許可番号 
２ 　令第3条第1号ニの環境省令で定める書面は、次の各号に掲げる区分に従い、それぞれ当該各号に定めるものとする。 
一 　市町村　当該市町村が行う一般廃棄物の収集又は運搬の用に供する船舶であることを証する書面 
二 　市町村の委託を受けて一般廃棄物の収集又は運搬を業として行う者　当該委託を受けたことを証する書面 
三 　一般廃棄物収集運搬業者　法第七条第一項の許可を受けたことを証する書面 
３　運搬中のコンテナの確認について
災害廃棄物の運搬を行う者は、適宜、運搬中の災害廃棄物が適正に運搬されていることを確認する必要があります。以下のチェックを実施することで、密閉式のコンテナの閉鎖状況及び内容物の漏洩がないことを確認　します。

○コンテナの施錠が的確に行われているか
○コンテナに変形や破損がないか
○コンテナ周辺に災害廃棄物の漏洩や飛散がないか
○コンテナ周辺で異臭が発生していないか
なお、これらの確認について「適宜」実施することとしていますが、確認の頻度は「4～6時間に1回」を目安とします。
４　府域の港湾施設での測定について
4-1　輸送されたコンテナ
輸送中に放射性物質による汚染がないことを確認するために、輸送されたコンテナについて、船舶上で空間　線量率を測定します。
なお、測定場所・測定方法等については、作業の安全確保等を勘案して決めるものとする。
(1)測定機器
空間線量率の測定は、NaIシンチレーションサーベイメータ（エネルギー 補償形）により行います。機器は、1年以内に校正されたものを使用します。
(2)測定方法
測定は以下の手順に従って行います。
・コンテナごとに、コンテナの測定可能な面の中心で表面にできる限り近づけて測定します。
・測定は、時定数の3倍以上の時間が経過後、時定数の間隔で5回測定し、5回の平均値を測定値とします。時定数は20秒以上とします。
・検出器は地面と水平にし、なるべく体から離します。
・検出器は汚染防止のため、ビニール袋等で覆います。
(3)測定結果による対応
輸送されたコンテナの空間線量率が0.3μSv／h以上となった場合は、被災地に戻すこととします。
4-2　敷地境界（港湾施設保管場所）
陸揚げ後、港湾施設において、コンテナの保管を行う場合は、災害廃棄物による周辺への放射性物質の影響を確認するために当該保管場所で空間線量率を測定します。
(1)測定機器
空間線量率の測定は、NaIシンチレーションサーベイメータ（エネルギー　補償形）により行います。機器は、1年以内に校正されたものを使用します。
(2)測定方法
測定は以下の手順に従って行います。
1 保管開始前の測定
・コンテナの保管を開始する前に、保管場所の敷地境界線でバックグラウンド測定を行います。
・測定地点は、保管場所の敷地境界線の4方向4地点とします。
・保管開始前に日1回、5日間測定します。
2 保管開始後の測定
・保管開始後の測定地点は、コンテナの保管場所からの距離が最も近い境界線を含む敷地境界線の4方向4地点とします。
・保管開始後は、週1回、コンテナが保管されているときに測定します。
3 留意事項
・測定高さは、地上1mとします。
・時定数の3倍以上の時間が経過後、時定数の間隔で5回測定し、5回の平均値を測定値とします。時定数は20秒以上とします。
・検出器は地面と水平にし、なるべく体から離します。
・検出器は汚染防止のため、ビニール袋等で覆います。

＜参考：港湾における放射能管理について＞
○国土交通省が作成した「港湾における船舶の放射線測定のためのガイドライン」及び「港湾における輸出コンテナの 放射線測定のためのガイドライン」には、次に示す基準値が示されています。
<船舶>
・船舶の除染を推奨する値として、船舶の放射線測定場所のバックグランドの放射線量の３倍の値。
・船舶の除染を確実に行うべき値として、５μSv/ｈ。　
<コンテナ>
・コンテナの除染が必要であると判断する基準値（除染基準値）は、コンテナ測定場所のバックグランドの放射線量の３倍の値。
・コンテナの除染を行う前に、関係機関へ通報し対応方法について指示を仰ぐ基準値（通報基準値）は、５μSv/ｈ。
　
○社団法人日本港運協会と全国港湾労働組合連合会、全国港湾労働組合同盟が、港湾労働者の安全を確保するため、「放射能汚染問題に関する暫定確認書」を締結しています。主な内容を以下のとおりです。
　　・0.3～5μSv/ｈの数値が検出された場合、港湾労働者は取扱わない（荷主責任で回収）
　　・5μSv/ｈ以上の場合、国土交通省のガイドラインによる措置
５　測定回数の減じる規定について
・表２の注）にある、「一定期間」とは、半年以上とします。
・表２の注）にある、「空間線量率が異常に高くなった場合」とは、受入前に５日間測定したバックグラウンド空間線量率の平均値を除いた空間線量率の測定値が、0.19μSv／h以上となることをいいます。
	（２）選別施設への運搬
府域に陸揚げされたコンテナの選別施設への運搬は、車両により行うこととする。


〔解　説〕
１　選別施設への運搬について
被災地でコンテナに積み込まれ、船舶により府域に運搬された災害廃棄物を、府域の港湾埠頭でコンテナの　状態で陸揚げし、コンテナトレーラーなどの車両を用いて選別施設まで運搬します。
	[image: image2.emf]
図-3.6.6 　コンテナの陸上輸送　（東京都災害廃棄物処理フロー（岩手県宮古市先行事業分）抜粋）


２　府域に陸揚げされたコンテナの運搬に伴う周辺住民や作業者の受ける線量の試算結果に　ついて
府域に陸揚げされたコンテナを選別施設へ運搬する際、周辺住民や作業者の受ける線量の試算条件及び　　試算結果は表-3.6.4のとおりです。
表-3.6.4　府内の港湾埠頭から選別施設への災害廃棄物(100Bq/kg)の運搬により受ける線量の試算結果
	
	作業者が受ける線量の試算結果
（mSv/年）
	周辺住民が受ける線量の試算結果（mSv/年）
	設定した条件
	設定した条件と実際の作業との違い（余裕度）

	災害廃棄物コンテナ運搬トレーラー運転者
	0.008
	
	＜作業場所等＞
運転席は鉄板3mmで遮蔽されており、災害廃棄物が入ったコンテナから１mのところで運転
＜作業時間＞
1日8時間、年間250日の半分
	年間を通じて災害廃棄物　　のみを運搬することはない

	災害廃棄物コンテナ運搬トレーラー沿道　　居住者
	
	0.00036
	＜作業場所等＞
道路上を通過するコンテナ車から３ｍ離れた家（木造）があるとし、居住者は1日の3分の１が　屋外、3分の２が屋内にいる。
コンテナ車は年間8,500台通過するとし、そのうち半数が家の前で2分間信号待ちのため停止する。
	コンテナ車が実際に走る道は沿岸部の大きな道路で、　　居住地から離れていることが多い。


〔運　用〕
府内の港湾埠頭に到着した災害廃棄物は、コンテナに積み込まれた状態のまま選別施設へ運搬することとします。
	（３）焼却施設への運搬
選別施設から焼却施設への運搬は、荷台シート掛けのダンプトラック又はパッカー車によることとする。


〔解　説〕
１　選別施設から焼却施設への運搬について
選別施設で仕分けされた可燃廃棄物は、荷台シート掛けのダンプトラック又はパッカー車を用いて、指定の焼却　施設まで運搬します。
２　選別施設から焼却施設への運搬に伴う周辺住民や作業者の受ける線量の試算結果について
選別施設により仕分けされた災害廃棄物を焼却施設へ運搬する際、周辺住民や作業者の受ける線量の試算条件及び試算結果は表-3.6.5のとおりです。
表-3.6.5 選別施設から焼却施設への災害廃棄物(100Bq/kg)の運搬により受ける線量の試算結果
	
	作業者が受ける線量の試算結果
（mSv/年）
	周辺住民が受ける線量の試算結果（mSv/年）
	設定した条件
	設定した条件と実際の作業との違い（余裕度）

	災害廃棄物運搬ダンプ運転者
	0.0051
	
	＜作業場所等＞
運転席は鉄板3mmで遮蔽されており、災害廃棄物が入ったコンテナから１mのところで運転
＜作業時間＞
1日8時間、年間250日の半分
（運行後に車両洗浄を1日20分）
	年間を通じて災害廃棄物　　のみを運搬することはない

	災害廃棄物運搬ダンプ沿道居住者
	
	0.00035
	＜作業場所等＞
道路上を通過する10tダンプ車から３ｍ離れた家（木造）があるとし、居住者は1日の3分の１が　屋外、3分の２が屋内にいる。
ダンプ車は年間13,000台通過するとし、そのうち半数が家の前で2分間信号待ちのため停止する。
	


３　「荷台シート掛けのダンプトラック」とは
荷台に載せた災害廃棄物が飛散しないよう、一定の厚みと強度を有するシートを被せたダンプトラックのことを　いいます。
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	図-3.6.7　シート掛けのダンプトラックのイメージ写真


４　「パッカー車」とは
図に示すように、厨芥などの収集ごみを自動的に荷箱に押し込み圧縮する装置を車体の後部に備えている一般的な機械式のごみ収集車のことです。
	[image: image5.emf]
図-3.6.8　パッカー車のイメージ写真


〔運　用〕
選別施設から焼却施設への災害廃棄物の運搬は、荷台シート掛けのダンプトラック又はパッカー車によることと　します。
運搬先の焼却施設によっては、持ち込む車両の車種や大きさが制限されることが想定されるため、あらかじめ　　運搬車両について調整する必要があります。
	（４）埋立処分場への運搬
焼却施設から埋立処分場への運搬は、荷台シート掛けのダンプトラックまたは天蓋車による　こととする。また、焼却灰等の飛散または流出の防止のため、ダンプトラックまたは天蓋車の　　シート掛けについては、二重掛けにすることとする。


〔解　説〕
１　焼却施設から埋立処分場への運搬について
焼却施設で発生した焼却灰（主灰・飛灰）等を、荷台シート掛けのダンプトラックまたは天蓋車によって、管理型最終処分場まで運搬します。
なお、焼却灰は運搬時に飛散・流出しやすいことから、ダンプトラックでの運搬であればシートを二重に被せる、天蓋車であれば開閉式の天蓋を閉めた上からシートを被せるなどの、二重掛けの措置を講じることとします。
２　焼却施設から埋立処分場への運搬に伴う周辺住民や作業者の受ける線量の試算結果に　ついて
焼却施設により発生した焼却灰等の廃棄物を埋立処分場へ運搬する際、作業者の受ける線量の試算条件　及び試算結果は表-3.6.6のとおりです。
表-3.6.6　焼却施設から埋立処分場への廃棄物(2,000Bq/kg)の運搬により受ける線量の試算結果
	
	作業者が受ける線量の試算結果
（mSv/年）
	周辺住民が受ける線量の試算結果（mSv/年）
	設定した条件
	設定した条件と実際の作業との違い（余裕度）

	焼却灰運搬ダンプ運転者
	0.16
	
	＜作業場所等＞
焼却灰を積んだ10tダンプの荷台から1m離れた運転席にいて、鉄板3mで遮蔽されている。
作業時間は1日8時間、年間250日の半分。（運行後の車両洗浄は1回20分）
	想定した条件では1年中ずっと焼却灰を運んでいるとしているが、他のものを運ぶこともある。

	焼却灰運搬ダンプ沿道居住者
	
	0.00076
	＜作業場所等＞
道路上を通過する10tダンプ車から３ｍ離れた家（木造）があるとし、居住者は1日の3分の１が屋外、3分の２が屋内にいる。
ダンプ車は年間1,300台通過するとし、そのうち半数が家の前で2分間信号待ちのため停止する。
	


３　「天蓋車」とは
　　図-3.6.9に示すように、ダンプトラックで、荷台の上部が開閉式の天蓋がついているものをいいます。
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	図-3.6.9　天蓋車のイメージ写真


〔運　用〕
焼却施設から埋立処分場までの運搬については、天蓋車又はダンプトラックを用いること、シート二重掛けを行うことで、焼却灰等の飛散・流出を防止します。
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